
様式第１号（第４条関係）

１■施策の概要

　 部
課

又は施設

①節

②項

①

施策評価票番号 23

基本成果指標名

健康福祉部 社会福祉課

　地域住民や学校などが協力し合い、地域福祉意識を高め、障害者、高齢者等の弱者に対して、ボラン
ティアなどによる福祉活動の充実、育成を図っていく。

前期（平成１８年度～平成２２年度）

基本施策コード 平成２７年度評価
（全期間の成果）

指標の定義
実績値（単位） 達成率(％)

全期間（平成２３年度～平成２７年度）

平成２２年度評価
（前期の成果）

目標値（単位）

Ａ

Ａ総合評価

社会福祉課長
小島 孝延

達成率(％)
　ボランティアの活動の登録状況を表す指標

目標値（単位）

７５（団体）

評価票作成者
担当課評価

　保健福祉「健康で安心して暮らせるふれあい・支えあいのまちづくり」

６５（団体） １１２．３（％）

１－５総合計画に
おける基本成果指
標

地域福祉

７３（団体）ボランティア登録団体数

１－１施策の名称

１－２担当

１－３総合計画に
おける施策の体系

１－４施策の目的

　社会福祉

実績値（単位）

２―２―４　

● 施策評価の判定基準

Ａ ： 施策の目的を効果的に達成しているので継続する

Ｂ ： 施策推進の実施手法等に改善の必要がある

①

②

③

２■施策の担当課による評価結果

平成18年度

平成19年度

平成20年度

　地域で安心して暮らせる住みやすい環境を目指し、平成20
～21年度に地域福祉計画の策定をし、これからの10年間の地
域福祉の充実を図っていくことが必要である。

　社会福祉協議会と協力をしながら、ボランティアコーディネーター
養成講座、ボランティア活動に対する支援、障害者への福祉に関する
施策などを実施し、福祉意識の高揚を図った。

　社会福祉協議会と協力をしながら、ボランティアコーディネーター
養成講座、ボランティア活動に対する支援、障害者への福祉に関する
施策などを実施し、福祉意識の高揚を図った。

１，８５０(人）

　社会福祉協議会と協力をしながら、ボランティアコーディネーター
養成講座、ボランティア活動に対する支援、障害者への福祉に関する
意向調査などを実施し、福祉意識の高揚を図った。

既存事業の構成や優先順位の考え方、新規事業の必要性の考え方

　世界同時不況の経済的影響が深刻になる環境下で、市の財
政状況は混沌としているが、平成20～21年度に地域福祉計画
の策定をし、これからの10年間の地域福祉の充実を図ってい
くことが必要である

　住み慣れた地域で安心して暮らせる住みやすい環境が望ま
れる中で、生活地域福祉計画を始め、地域福祉施策の充実が
一層大切となる。

ボランティアの活動の登録状況を表す指標

　ボランティアの活動の登録状況を表す指標

７５（団体）６５（団体） １１２．３（％）

１，９９６（人）１，７５０（人） １１４．１（％）

今後の環境変化を踏まえた課題認識評価の内容 施策の担当課としての単年度の取り組みの自己評価

　地域での福祉意識の向上を図るために、民生委員の増員、ボラン
ティアや福祉教育の充実等福祉意識推進を図ってきているが、平成20
～21年度には、地域福祉計画の策定を予定しているので、その計画に
向けての検討を行なっている。

　地域での福祉意識の向上を図るために、ボランティアや福祉教育の
充実等福祉意識推進を図ってきたが、今後については、それらをさら
に発展させた地域福祉計画の策定に向けての検討を行なう。

おける基本成果指
標

　地域福祉計画策定の初年度に当たり、福祉行政の根幹をなす計画の
策定に対象者はもとより、市民・地域・事業者・各種団体の意見を事
業展開の糧として検討を行っている。

７３（団体）ボランティア登録団体数

　ボランティア登録人数

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

　社会福祉協議会と共同で福祉活動を展開したり、障害者相談支援センターを開設し障がい者への福祉施策の充実を図ることができた。今後も、地域福祉計画に則り、行政と地域住民との協働による地域
福祉の充実を図っていく必要がある。

　障害者相談支援センターは、基幹支援センターと位置付け相談支援業務の更なる充実を図った。また、地域福祉計画に基づき市民、NPO、ボランティア団体、行政との協働による地域福祉の充実を図る必要

　地域福祉計画の策定２年目に入り、生活環境の変化を地域
福祉とどのように見定めるかがポイントとなってくる。

くことが必要である。
　今後の１０年間の福祉の指針となる「地域福祉計画」の策定により
年度ごとの実証と推進が必要となってくる。

 障害者相談センターは、各種相談業務の充実を図ることが出来た。また、地域福祉計画に基づき市民・NPO・ボランティア団体･行政との協働による地域福祉の充実を図っていく必要がある。

　社会福祉協議会と共同による福祉活動と共に、障害者相談支援セン
ターの設立に向けて関係団体との調整ができた。



３■参考情報

番号 実績値
担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価 実績値

担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価 実績値

担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価

1 未実施 － 11 ― 未実施 － 11 － － 11

2 14(校) Ａ 8 Ａ 14(校) Ａ 9 Ａ 14(校) Ａ 9

3 就労支援事業に統合 就労支援事業に統合 就労支援事業に統合

4 100(％) Ａ 1 Ａ

5 79(団体) Ａ 4 Ａ 82(団体) Ａ 4 Ａ 82(団体) Ａ 4 Ａ

6 152(人) Ａ 6 Ａ 191(人) Ａ 5 Ａ 213(人) Ａ 5 Ａ

7 94(人) Ａ 5 Ａ 94(人) Ａ 2 Ａ 94(人) Ａ 2 Ａ

8 マニュアル策定 Ａ 2 Ｂ マニュアル策定 Ａ 8 Ａ マニュアル策定 Ａ 8 Ａ

9 未実施 － 12 ― 未実施 － 12 － 未実施 － 12 －

10 ３６３（人） Ａ 7 Ａ ３６1（人） Ａ 7 Ａ 375（人） Ａ 7 Ａ

11 13（人） Ａ 9 Ａ 16（人） Ａ 6 Ａ 11（人） Ａ 6 Ａ

12 未実施 － 10 ― 未実施 － 10 － 未実施 － 10 －

13 ２６９（件） Ａ 3 Ａ 333（件） Ａ 3 Ａ 718（件） Ａ 3 Ａ

14 64(％) Ａ 1 Ａ 74(％) Ａ 1 Ａ

15

施策を構成する事務事業の評価情報

事務事業名称 成果指標と最終目標値(単位)

　平成２４年度　平成２３年度　平成２２年度

福祉のノーマライゼーションの啓発事業 アクセス件数　年間5,000（件）

ボランティアコーディネート機能の充実
事業

災害ボランティアコーディネーター数　130（人）

企業への福祉施策の推進事業 福祉施設利用者の一般就労への移行人数　6（人）

福祉教育の充実事業 社会福祉協力校数　15（校）

ボランティア育成事業（主要事業） ボランティアセンター登録団体数　70（団体）

地域福祉計画の策定事業（主要事業） 地域福祉計画による施策達成度　30.0（％）

災害弱者支援体制整備事業（主要事業）
福祉対象者地域防災マップ・マニュアル作成達成度　100
（％）

地域の福祉活動の実践事業 民生委員・児童委員数　93（人）

人にやさしい施設に向けた啓発事業 アクセス数　5,000（件）

移動手段の充実事業 福祉タクシー交付者数　400（人）

権利擁護の充実事業 権利擁護事業の利用者数　15（人）

社会福祉協議会の有効活用事業 地域福祉サービスセンタｰ年間相談件数（200件）

緊急保護の充実事業
障害者の福祉施設等の緊急避難場所への協力機関数　3（箇
所）

地域福祉計画の進行管理 地域福祉計画による施策達成度(％)


